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2026年6月の金融政策決定会合での利上げ

2026年6月16日、日銀は金融政策決定会合で、政策金

利（無担保コール翌日物）の誘導目標を従来の「0.75％程

度」から「1.00％程度」へ引き上げることを決定しました。

今回の利上げは市場にとって織り込み済みだったとみられ、

決定発表後の反応は総じて落ち着いたものとなりました。

同日の日本の国債利回りや米ドル/円レートの上昇幅は限

定的なものにとどまったほか、株式市場は堅調で、日経平

均株価は史上最高値を更新しました。

今後の政策運営について日銀は、緩和的な金融環境を維

持しつつ経済活動を下支えする姿勢を示しました。そのう

えで、経済・物価見通しの実現状況に応じて金融緩和の度

合いを調整する観点から、政策金利を段階的に引き上げて

いく方針を示しました。

当ファンドの状況

直近１年間（2025/6/19～2026/6/19）の当ファンド

の分配金再投資基準価額は0.69％上昇しました（ベンチ

マークのNOMURA-BPI国債短期（1-3）は0.06％下落）。

当期間中、日銀による政策金利の引き上げが2回実施され、

当ファンドへの影響が大きい2年国債利回りは0.726％か

ら1.411％へ大幅に上昇しました（債券価格は下落）。一方

で当ファンドは、国債に比べて相対的に利回りの高い事業

債および円建外債を約9割組み入れ、クーポン収入等を確

保しました。加えて、債券先物の売り建てによるヘッジ戦略

やポートフォリオのデュレーション短期化（P2「ポートフォリ

オの状況」ご参照）により、ベンチマークを上回るリターンを

獲得することができました。

今後も日銀が政策金利を段階的に引き上げていくことが

見込まれますが、当ファンドは利回りの高い事業債等を中

心とした運用を継続し、ポートフォリオの最終利回りは

1.76％と、利上げに伴う債券価格の下落を一定程度吸収

しつつ収益を確保できる水準にあります（2026年5月末

時点）。引き続き、基準価額の上昇を目指して運用を行う方

針です。

日本国債利回りと無担保コールの推移

平素は、「DLIBJ公社債オープン（短期コース）」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

2026年6月15日～16日に日本銀行（以下、日銀）は金融政策決定会合を開催し、政策金利（無担保コール翌日物）を

1.0％に引き上げることを決定しました。

当資料では、足もとの投資環境と今後の運用方針について、担当ファンドマネジャーよりご説明いたします。

※上記は過去の情報・運用実績または作成時点の見解であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。
また、上記の見通しおよび運用方針は、将来の市場環境の変動等により予告なく変更される場合があります。

※期間：2025年6月19日～2026年6月19日（日次）
出所：ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成

運用実績の推移

※期間：2025年6月19日～2026年6月19日（日次）
※2025年6月19日を100として指数化しています。
※当ファンドは信託報酬控除後の分配金再投資基準価額を使用。

 換金時の費用・税金などは考慮していません。
※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を当ファンドに再投資

したとみなして計算した理論上のものです。
※ベンチマークは、NOMURA-BPI国債短期（1-3）です。
出所：ブルームバーグのデータをもとにアセットマネジメントOne作成
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ベンチマーク（左軸）

DLIBJ公社債オープン（短期コース）

※2026年5月29日時点

※期間：1999年12月13日（設定日前営業日）～2026年5月29日（日次）
※基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後の価額です。換金時の費用・税金などは考慮していません。
※ベンチマークは、NOMURA-BPI国債短期（1-3）。１９９９年１２月１３日を10,000円として指数化しています。
※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を当ファンドに再投資したとみなして計算した理論上のものであり、実際の基準価額

とは異なります。

※上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

※基準日：2026年5月29日
※当ファンドの騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして算出していますので、 実際の投資家利回りとは異なります。
※各期間は、基準日から過去に遡っています。また、設定来の騰落率については、設定当初の投資元本をもとに計算しています。

基準価額と純資産総額の推移

2

基準価額
10,156円

純資産総額
220億円

当ファンドの運用実績

騰落率（％）

ポートフォリオの状況

分配金再投資
基準価額
11,499円

※2026年5月29日時点
※組入債券の各データを純資産総額に対する割合で加重平均しています。
※修正デュレーションは、債券価格の金利変動に対する感応度を示す指標です。この値が大きいほど、金利が変化した際の債券の価

格変動が大きくなります。
※繰上償還条項などが付与されている銘柄については、直近の繰上償還予定日を考慮しています。

（年/月）

ベンチマーク
10,605円

ファンド ベンチマーク 差

最終利回り(%) 1.76 1.31 0.45

平均クーポン(%) 1.24 0.60 0.64

平均残存期間(年) 1.55 1.85 -0.30

修正デュレーション(年) 1.50 1.82 -0.32

　 　(先物等ヘッジ込み) 1.01 1.82 -0.81

（円） （億円）

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 10年 設定来
当ファンド 0.2 0.3 0.4 0.7 1.3 0.8 1.1 15.0

ベンチマーク 0.2 0.1 -0.0 0.1 -0.6 -0.8 -1.9 6.0
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DLIBJ公社債オープン（短期コース）

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。

主な投資リスク

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。これらの運用による損益
はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、
基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
また、投資信託は預貯金と異なります。
なお、基準価額の変動要因は、下記に限定されるものではありません。

● 金利リスク

当ファンドの主要投資対象である公社債は、一般に金利
が上昇した場合には価格は下落し、反対に金利が下落し
た場合には価格は上昇します。したがって、金利が上昇し
た場合、当ファンドの基準価額の下落要因となります。

● 信用リスク

当ファンドが投資する債券の発行者が、経営不安・倒産に
陥った場合、またこうした状況に陥ると予想される場合等に
は、債券の価格が下落したりその価値がなくなることがあり、
基準価額が下がる要因となります。

ファンドの特色

主として国内の公社債への投資を行うことにより、信託財産の成⾧をはかることを目的として運用を行います。

1. 組入時にBBB-（またはＢａａ３）格以上（＊）の国内の公社債を中心に投資します。

●主に国債、国内企業の発行する普通社債、転換社債等を組み入れます。

（＊）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）、日本格付研究所（ＪＣＲ）、Ｍｏｏｄｙ’ｓまたはＳ＆Ｐによる格付を基準とします。

※格付がＢＢＢ（またはＢａａ）の債券組入上限は、原則としてポートフォリオの50％程度とします。

2. 利子収入と値上がり益の獲得をめざします。

●金利リスクおよび信用リスクを超過収益の源泉とし、両リスクの取り方を景気サイクルや市況動向に応じて変化
させます。

●一般に社債は発行企業の信用リスクに応じて国債よりも利回りが高くなります。
当ファンドは、信用リスクを定性・定量の両面から綿密に分析することで銘柄を厳選し、利回りが相対的に高く
信用力のある社債も組み入れることで収益の獲得をめざします。

●「NOMURA-BPI国債短期（１-３）」を運用にあたってのベンチマークとし、これを上回る成果の実現をめざしま
す。

●金利先物等を活用し、金利変動による債券価格の変動の影響を調整することで収益の獲得をめざします。

●ファンドのデュレーション（＊）は原則０年から３年程度の範囲で調整します。
（＊）デュレーションとは、「金利変動に対する債券価格の変動性」を意味するもので、デュレーションが⾧いほど

金利変動に対する価格感応度が高くなります。このため、債券投資におけるリスク尺度として使用されます。

3. 半年毎の決算時に運用実績等に応じて収益を分配します。

●毎年３月21日、９月21日（休業日の場合は翌営業日。）に、経費控除後の利子等収益および売買益（評価益を含
みます。）等から、基準価額水準等を勘案して分配する方針です。

・将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

・分配金額は、分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するものではあ
りません。分配金が支払われない場合もあります。
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DLIBJ公社債オープン（短期コース）

お申込みメモ
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DLIBJ公社債オープン（短期コース）

ファンドの費用

以下の手数料等の合計額、その上限額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示す
ることができません。
※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。
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DLIBJ公社債オープン（短期コース）

投資信託ご購入の注意

投資信託は

●預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構お
よび保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加
えて、証券会社を通して購入していない場合には投資者保
護基金の対象にもなりません。

●購入金額については元本保証および利回り保証のいずれ
もありません。

●投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合が
ありますが、これによる損失は購入者が負担することとな
ります。

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した
販売用資料です。

●お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説
明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身で
ご判断ください。

●当ファンドは、債券等の値動きのある有価証券に投資をし
ますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る信用状
況等の変化により基準価額は変動します。このため、投資
者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、
基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込む
ことがあります。ファンドの運用による損益は全て投資者
のみなさまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異
なります。

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼でき
ると判断したデータにより作成しておりますが、その内容
の完全性、正確性について、同社が保証するものではあり
ません。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用
成果を保証するものではありません。

●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告
なく変更される場合があります。

●収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益（評価益を含みます。））を超え
て行われる場合があります。したがって、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すもので
はありません。

●受益者の個別元本の状況によっては、分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合が
あります。個別元本とは、追加型投資信託を保有する受益者毎の取得元本のことで、受益者毎に異なります。

●分配金は純資産総額から支払われます。このため、分配金支払い後の純資産総額は減少することとなり、基準価額が
下落する要因となります。計算期間中の運用収益以上に分配金の支払いを行う場合、当期決算日の基準価額は前期
決算日と比べて下落することになります。

委託会社およびファンドの関係法人 委託会社の照会先 

＜委託会社＞アセットマネジメントOne株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号 
加入協会：一般社団法人資産運用業協会 

＜受託会社＞みずほ信託銀行株式会社 
＜販売会社＞販売会社一覧をご覧ください。

アセットマネジメントOne株式会社 
コールセンター  0120-104-694

(受付時間：営業日の午前9時～午後5時） 
ホームページ   URL https://www.am-one.co.jp/

NOMURA-BPI国債短期（1-3）の知的財産権その他一切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティン
グ株式会社に帰属します。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社は、同指数の正確性、完
全性、信頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。

著作権等

収益分配金に関する留意事項
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DLIBJ公社債オープン（短期コース）

2026年6月24日時点〇印は協会への加入を意味します。

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。 また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託

会社の照会先までお問い合わせください。

（原則、金融機関コード順）

商号 登録番号等
日本証
券業協

会

一般社
団法人
資産運
用業協

会

一般社
団法人
金融先
物取引
業協会

一般社
団法人
第二種
金融商
品取引
業協会

一般社
団法人
日本

STO協
会

備考

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社常陽銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関　北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関　東海財務局長（登金）第8号 ○

株式会社伊予銀行 登録金融機関　四国財務局長（登金）第2号 ○ ○

株式会社福岡銀行 登録金融機関　福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社鹿児島銀行 登録金融機関　九州財務局長（登金）第2号 ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関　北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

第一生命保険株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第657号 ○ ○

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ　ｅスマート証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

いちよし証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第24号 ○ ○

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者　四国財務局長（金商）第21号 ○

ＰＷＭ日本証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第50号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者　九州財務局長（金商）第18号 ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第67号 ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者　近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第10号 ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者　北海道財務局長（金商）第1号 ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第110号 ○ ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第114号 ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○ ○

西村証券株式会社 金融商品取引業者　近畿財務局長（金商）第26号 ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○ ○

日産証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第131号 ○ ○ ○

株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

キャピタル・パートナーズ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第62号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

丸三証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第167号 ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第169号 ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第199号 ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

山和証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第190号 ○

ＵＢＳ　ＳｕＭｉ　ＴＲＵＳＴウェルス・マネジメント
株式会社

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第3233号 ○ ○ ○
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〇印は協会への加入を意味します。

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。 また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会

社の照会先までお問い合わせください。

＜備考欄について＞

※1 新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。 

（原則、金融機関コード順）

以下は取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です。

〇印は協会への加入を意味します。

260622SK313307_日銀利上げレポート②

商号 登録番号等
日本証
券業協

会

一般社
団法人
資産運
用業協

会

一般社
団法人
金融先
物取引
業協会

一般社
団法人
第二種
金融商
品取引
業協会

一般社
団法人
日本

STO協
会

備考

株式会社みずほ銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○ ※1

株式会社三井住友銀行 登録金融機関　関東財務局長（登金）第54号 ○ ○ ○ ※1

株式会社三十三銀行 登録金融機関　東海財務局長（登金）第16号 ○ ※1

株式会社中国銀行 登録金融機関　中国財務局長（登金）第2号 ○ ○ ※1

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○ ○ ※1

株式会社きらやか銀行 登録金融機関　東北財務局長（登金）第15号 ○ ※1

株式会社名古屋銀行 登録金融機関　東海財務局長（登金）第19号 ○ ※1

株式会社徳島大正銀行 登録金融機関　四国財務局長（登金）第10号 ○ ※1

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○ ○ ○ ※1

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第188号 ○ ※1

大和証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○ ○ ※1

東洋証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第121号 ○ ○ ※1

野村證券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○ ○ ※1

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者　中国財務局長（金商）第20号 ○ ※1

商号 登録番号等
日本証
券業協

会

一般社
団法人
資産運
用業協

会

一般社
団法人
金融先
物取引
業協会

一般社
団法人
第二種
金融商
品取引
業協会

一般社
団法人
日本

STO協
会

備考

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者
株式会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関　関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社北洋銀行（委託金融商品取引業者　北
洋証券株式会社）

登録金融機関　北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

登録金融機関　関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

登録金融機関　関東財務局長（登金）第10号 ○ ○
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